　　　


　ＪＡＳＤＡＱ市場における制度信用取引及び貸借取引の導入等について　
平成１６年１月１４日
日本証券業協会
　本協会では、ＪＡＳＤＡＱ市場の流動性の向上及び投資家へのリスクヘッジ手段を提供すること等により、市場の活性化を図るため、平成９年10月より登録銘柄の信用取引制度を導入しているところであるが、証券金融会社の貸借取引を利用した制度信用取引を導入するには至っていない。

　今般、ＪＡＳＤＡＱ市場においても、市場参加者により利便性の高い市場機能を提供するとともに、より一層市場の流動性を向上させるため、制度信用取引及び貸借取引を導入することについて、所要の整備を図ることとしたい。

	項　　目
	内　　　　　容
	備　　　　考

	
	
	

	１．概要
	・　現在、ＪＡＳＤＡＱ市場において導入しているいわゆる店頭信用取引（銘柄、返済期限等を本協会規則に規定し、金利及び品貸料については顧客と証券会社との間で自由に決定できる信用取引。貸借取引を利用できない。）について見直しを行い、新たに制度信用取引、一般信用取引及び貸借取引を導入することとする。
	・　平成15年１月の株式会社日本証券クリアリング機構（以下「クリアリング機構」という。）の業務開始に伴い、ＪＡＳＤＡＱ市場における受渡決済方式は、ネッティング方式に移行している。

	
	
	

	２．定義
	
	

	
	
	

	(１)　制度信用取引
	・　制度信用取引とは、品貸料及び弁済の繰延期限について、本協会の規則に従って行う信用取引をいう。
	・　本協会が選定した制度信用銘柄を対象とする。

	
	
	

	(２)　一般信用取引
	・　一般信用取引とは、品貸料及び弁済の繰延期限について、顧客との間で合意した内容に従って行う信用取引をいう。
	

	
	
	

	(３)　貸借取引
	・　貸借取引とは、本協会が指定する証券金融会社から、本協会の決済機構を利用して金銭又は有価証券の貸付けを受ける取引をいう。

・　貸借取引に係る有価証券等清算取次ぎについては、有価証券等清算取次ぎを委託する会員を当該貸借取引を行う者とみなす。
	・　本協会が選定した貸借銘柄を対象とする。

・　本協会が指定する証券金融会社とは、「日本証券金融株式会社」を予定している。

	
	
	

	３．制度信用取引
	
	

	
	
	

	(１)　対象とする取引
	・　制度信用取引の対象とする取引は、店頭売買取引のうちクリアリング機構が清算を行っている取引（以下の①から③に掲げる取引をいい、以下「清算対象取引」という。）とする。

①　ＪＡＳＤＡＱ売買システムを通じたオークション銘柄の売買

②　ＪＡＳＤＡＱマーケットメイクシステムを通じたマーケットメイク銘柄の売買

③　ＪＡＳＤＡＱシステム稼働時間内に会員が行うマーケットメイク銘柄の会員間売買
	

	
	
	

	(２)　制度信用銘柄選定基準
	・　本協会は、以下の各基準に適合する銘柄を制度信用銘柄として選定する。
	

	
	
	

	①　登録後経過月数
	・　登録後、６か月間を経過している銘柄であるとき。


	

	②　登録株式数
	・　登録株式数が１万単元以上の銘柄であるとき。


	・　商法第210条等の規定に基づく自己株式取得決議を行った場合であって、当該自己株式取得決議に係る自己株式の数（既に取得している自己株式の数を除く。以下同じ。）を登録株式数から控除した結果、(４)①の基準に該当するときを除く。

	
	
	

	③　少数特定者持株数
	・　少数特定者持株数（大株主上位10名及び特別利害関係者が所有する株式の総数に登録銘柄の発行会社が所有する自己株式数を加えた株式数をいう。以下同じ。）が登録株式数の75％以下であるとき。
	・　当分の間、特別利害関係者が所有する株式は、役員が所有する株式とする。

・　「登録株式数の75％」とあるのは、当分の間、登録株式数が10万単元以上18万単元未満の場合にあっては、「登録株式数75％の数又は登録株式数の92.5％にあたる株式数から2万2,500単元の株式数を減じて得た数のいずれか大きい数」とし、登録株式数が18万単元以上の場合にあっては、「登録株式数の80％」とする。



	
	
	

	④　株主数
	・　株主数（大株主上位10名、特別利害関係者及び登録銘柄の発行会社が自己株式を所有している場合には当該登録銘柄の発行会社を除く１単元以上の株式を所有する株主の数をいう。以下同じ。）が、次の登録株式数の区分に従い、当該区分に定める人数以上であるとき。ただし、最近の投資単位が10万円以上50万円未満である場合には、当該人数の２分の１の人数（1,100人を下限とする。）以上であるときとし、10万円未満である場合には、1,100人以上であるときとする。
	

	
	　・　登録株式数が２万単元未満の場合　　　　1,100人

　・　登録株式数が２万単元以上12万単元未満の場合

1,400人に登録株式数１万単元から計算して登録株式数１万単元を増すごとに100人を加えた人数

　・　登録株式数が12万単元以上の場合　　　　2,500人
	

	
	
	

	⑤　売買高・値付率
	・　決算期日を含む月の翌々月の末日からさかのぼって、原則として、６か月間における月平均売買高が100単元以上であり、かつ、当該６か月間における値付率が80％以上であるとき。
	

	
	
	

	⑥　利益の額
	・　直前２連結会計年度における連結損益計算書に基づいて算定される利益（連結経常利益及び連結税金等調整前当期純利益のいずれか少ない額）がいずれも正であるとき。

ただし、審査対象期間において連結財務諸表を作成すべきでない事業年度がある場合には、当該事業年度に係る利益（経常利益及び税引前当期純利益のいずれか少ない額）が正であるとき。
	

	
	
	

	⑦　純資産の額


	・　直前連結会計年度末日における連結貸借対照表に基づいて算定される純資産の額及び直前事業年度末日における貸借対照表に基づいて算定される純資産の額がいずれも負でないとき。
	

	
	
	

	⑧　その他
	・　以下のいずれにも該当しないこと。

　・　選定の日以後の日に登録銘柄としての登録が取り消されることが確実と認められる銘柄

　・　登録銘柄の登録取消基準に該当するおそれがある銘柄

　・　売買について規制措置がとられている銘柄

　・　制度信用銘柄として適当でないと認められる銘柄
	

	
	
	

	⑨　合併会社等の取扱い
	・　「店頭売買有価証券の登録等に関する規則」（公正慣習規則第１号。以下「登録規則」という。）第５条第２項第２号又は第３号の規定の適用を受けて登録される銘柄の場合（これらの規定に定める行為の当事者である銘柄が制度信用銘柄である場合に限る。）、当該銘柄が上記②及び⑧に該当し、かつ、下記(４)②及び③に該当しないときは、制度信用銘柄に選定する。

・　制度信用銘柄でない登録銘柄の発行会社が制度信用銘柄である他の登録銘柄の発行会社を吸収合併する場合又は制度信用銘柄である他の登録銘柄の発行会社を完全子会社とする株式交換を行う場合、当該登録銘柄が上記②及び⑧に該当し、かつ、合併又は株式交換の後最初に終了する事業年度の末日までに、(４)②及び③に該当しない見込みのあるときは、制度信用銘柄に選定する。
	

	
	
	

	⑩　経過措置

	・　上記①～⑧の基準にかかわらず、この改正細則施行の際、制度信用銘柄選定取消基準に抵触しない銘柄のうち、本協会が定める流動性その他の一定の基準を満たす銘柄については、制度信用銘柄に選定されたものとみなす。ただし、施行の日以後２年を経過した後最初に到来する事業年度末までの間に、上記①～⑤、⑦及び⑧の基準を満たさない場合には、制度信用銘柄としての選定を取り消すものとする。
	・　本協会が定める一定の基準とは、流動性基準（最近６か月間の月平均売買高及び月平均値付率が、それぞれ200単元以上及び90％以上であること等）及び時価総額基準（時価総額が300億円以上600億円未満の場合、経常利益の額が最近２年間において最初の１年間が正であり２年間の合計が10億円以上又は最近の１年間が10億円以上であること等）等をいう。

	
	
	

	(３)　選定時期
	・　制度信用銘柄の選定は、原則として、毎月１回、各銘柄の決算期を含む月の翌月から起算して６か月目の月の初日に行う。ただし、上記(２)⑨については、当該銘柄が登録された日に選定を行う。
	

	
	
	

	(４)　制度信用銘柄選定取消基準
	・　本協会は、制度信用銘柄が次のいずれかに該当する場合には、制度信用銘柄としての選定を取り消す。
	

	
	
	

	①　登録株式数
	・　登録株式数が９千５百単元に満たないとき。
	

	
	
	

	②　少数特定者持株数
	・　少数特定者持株数が登録株式数の75％を超えるとき。
	・　当該取消基準に該当した決算期の翌日から起算して１か年目の日までの期間（以下「猶予期間」という。）を通じて、当該取消基準に該当したと認められる場合を除き、制度信用銘柄の選定の取消しは行わない。

・　当分の間、「登録株式数の75％」とあるのは「登録株式数の80％」とする。

	
	
	

	③　株主数


	・　株主数が、次の登録株式数の区分に従い、当該区分に定める人数に達しないとき。ただし、登録銘柄の最近の投資単位が10万円以上50万円未満である場合には、当該人数の２分の１の人数（600人を下限とする。）に達しないときとし、10万円未満である場合には、600人に達しないときとする。
	・　猶予期間を通じて、当該取消基準に該当したと認められる場合を除き、制度信用銘柄の選定の取消しは行わない。

	
	　・　登録株式数が２万単元未満の場合　　　　600人

　・　登録株式数が２万単元以上12万単元未満の場合

900人に登録株式数１万単元から計算して登録株式数１万単元を増すごとに100人を加えた人数

　・　登録株式数が12万単元以上の場合　　　　2,000人
	

	
	
	

	④　登録取消し
	・　登録取消しが決定されたとき。
	

	
	
	

	⑤　その他
	・　その他制度信用銘柄として適当でないと認められる銘柄であるとき。
	

	
	
	

	　(５)　選定取消しの時期
	・　上記(４)①又は⑤に該当した場合の制度信用銘柄の選定の取消しは、本協会がその都度定める日に行う。

・　猶予期間を通じて上記(４)②又は③に該当したと認められる場合の制度信用銘柄の選定の取消しは、当該猶予期間の最終日の属する月の翌月から起算して５か月目の月の初日に行う。

・　上記(４)④に該当した場合の制度信用銘柄の選定の取消しは、当該銘柄の登録取消しが決定された日の翌日に行う。
	

	
	
	

	(６)　制度信用銘柄以外の銘柄の制度信用取引の禁止
	・　会員は、制度信用銘柄以外の銘柄について、制度信用取引を行ってはならない。
	

	
	
	

	４．貸借取引
	
	

	
	
	

	(１)　貸借銘柄選定基準
	・　本協会は、制度信用銘柄のうち以下の各基準に適合する制度信用銘柄を貸借銘柄として選定する。
	

	
	
	

	①　登録株式数
	・　登録株式数が２万単元以上の銘柄であるとき。
	・　商法第210条等の規定に基づく自己株式取得決議を行った場合であって、当該自己株式取得決議に係る自己株式の数を登録株式数から控除した結果、(３)①の基準に該当するときを除く。

	
	
	

	②　少数特定者持株数


	・　少数特定者持株数が登録株式数の75％以下であるとき。


	・　「登録株式数の75％」とあるのは、当分の間、登録株式数が10万単元以上18単元未満の場合にあっては、「登録株式数75％の数又は登録株式数の92.5％にあたる株式数から2万2,500単元の株式数を減じて得た数のいずれか大きい数」とし、登録株式数が18万単元以上の場合にあっては、「登録株式数の80％」とする。



	
	
	

	③　株主数
	・　株主数が、次の登録株式数の区分に従い、当該区分に定める人数以上であるとき。ただし、最近の投資単位が10万円以上50万円未満である場合には、当該人数の２分の１の人数（1,700人を下限とする。）以上であるときとし、10万円未満である場合には、1,700人以上であるときとする。
	

	
	　・　登録株式数が３万単元未満の場合　　　　1,700人

　・　登録株式数が３万単元以上20万単元未満の場合

1,700人に登録株式数２万単元から計算して登録株式数１万単元を増すごとに100人を加えた人数

　・　登録株式数が20万単元以上41万単元未満の場合

3,400人に登録株式数17万単元から計算して登録株式数３万単元を増すごとに100人を加えた人数

　・　登録株式数が41万単元以上の場合　　　　4,200人
	

	
	
	

	④　売買高・値付率
	・　決算期日を含む月の翌々月の末日からさかのぼって、原則として、６か月間における月平均売買高が100単元以上であり、かつ、当該６か月間における値付率が80％以上であるとき。
	

	
	
	

	⑤　利益の額
	・　直前２連結会計年度における連結損益計算書に基づいて算定される利益（連結経常利益及び連結税金等調整前当期純利益のいずれか少ない額）がいずれも正であるとき。

ただし、審査対象期間において連結財務諸表を作成すべきでない事業年度がある場合には、当該事業年度に係る利益（経常利益及び税引前当期純利益のいずれか少ない額）が正であるとき。
	

	
	
	

	⑥　純資産の額


	・　直前連結会計年度末日における連結貸借対照表に基づいて算定される純資産の額及び直前事業年度末日における貸借対照表に基づいて算定される純資産の額がいずれも負でないとき。
	

	
	
	

	⑦　その他
	・　以下のいずれにも該当しないこと。

　・　選定の日以後の日に登録銘柄としての登録が取り消されることが確実と認められる銘柄

　・　登録銘柄の登録取消基準に該当するおそれがある銘柄

　・　売買又は信用取引について規制措置がとられている銘柄

　・　貸株調達可能量からみて貸借銘柄として適当でないと認められる銘柄

　・　その他貸借銘柄として適当でないと認められる銘柄
	

	
	
	

	⑧　合併会社等の取扱い
	・　登録規則第５条第２項第２号又は第３号の規定の適用を受けて登録される銘柄の場合（これらの規定に定める行為の当事者である銘柄が貸借銘柄である場合に限る。）、当該銘柄が上記①及び⑦に該当し、かつ、下記(３)②及び③に該当しないときは、貸借銘柄に選定する。

・　貸借銘柄でない登録銘柄の発行会社が貸借銘柄である他の登録銘柄の発行会社を吸収合併する場合又は貸借銘柄である他の登録銘柄の発行会社を完全子会社とする株式交換を行う場合、当該登録銘柄が上記①及び⑦に該当し、かつ、合併又は株式交換の後最初に終了する事業年度の末日までに、(３)②及び③に該当しない見込みのあるときは、貸借銘柄に選定する。
	

	
	
	

	⑨　経過措置


	・　上記①～⑦の基準にかかわらず、この改正細則施行の際、貸借銘柄選定取消基準に抵触しない銘柄のうち、本協会が定める流動性その他の一定の基準を満たす銘柄については、貸借銘柄に選定されたものとみなす。ただし、施行の日以後２年を経過した後最初に到来する事業年度末までの間に、上記①～④、⑥及び⑦の基準を満たさない場合には、貸借銘柄としての選定を取り消すものとする。
	・　本協会が定める一定の基準とは、流動性基準（最近６か月間の月平均売買高及び月平均値付率が、それぞれ200単元以上及び90％以上であること等）及び時価総額基準（時価総額が300億円以上600億円未満の場合、経常利益の額が最近２年間において最初の１年間が正であり２年間の合計が10億円以上又は最近の１年間が10億円以上であること等）等をいう。


	
	
	

	(２)　選定時期
	・　貸借銘柄の選定は、原則として、毎月１回、各銘柄の決算期を含む月の翌月から起算して６か月目の月の初日に行う。ただし、上記(１)⑧の合併会社等については、当該銘柄が登録された日に選定を行う。
	

	
	
	

	(３)　貸借銘柄選定取消基準
	・　本協会は、貸借銘柄が次のいずれかに該当する場合には、貸借銘柄としての選定を取り消す。
	

	
	
	

	①　登録株式数
	・　登録株式数が１万９千５百単元に満たない銘柄であるとき。
	

	
	
	

	②　少数特定者持株数
	・　少数特定者持株数が登録株式数の75％を超えるとき。
	・　猶予期間を通じて、当該取消基準に該当したと認められる場合を除き、貸借銘柄の選定の取消しは行わない。

・　当分の間、「登録株式数の75％」とあるのは「登録株式数の80％」とする。

	
	
	

	③　株主数


	・　株主数が、次の登録株式数の区分に従い、当該区分に定める人数に達しないとき。ただし、登録銘柄の最近の投資単位が10万円以上50万円未満である場合には該当人数の２分の１（1200人を下限とする。）以上、10万円未満である場合には、1200人に達しないときとする。
	・　猶予期間を通じて、当該取消基準に該当したと認められる場合を除き、制度信用銘柄の選定の取消しは行わない。

	
	　・　登録株式数が３万単元未満の場合　　　　1,200人

　・　登録株式数が３万単元以上20万単元未満の場合　　

1,200人に登録株式数２万単元から計算して登録株式数１万単元を増すごとに100人を加えた人数

　・　登録株式数が20万単元以上41万単元未満の場合　　

2,900人に登録株式数17万単元から計算して登録株式数３万単元を増すごとに100人を加えた人数

　・　登録株式数が41万単元以上の場合　　　　3,700人
	

	
	
	

	　　④　登録取消し
	・　登録取消しが決定された銘柄であるとき。
	

	
	
	

	　　⑤　その他
	・　その他貸借銘柄として適当でないと認められる銘柄であるとき。
	

	
	
	

	(４)　選定取消しの時期
	・　上記(３)①又は⑤のいずれかに該当した場合の貸借銘柄の選定の取消しは、本協会がその都度定める日に行う。

・　猶予期間を通じて上記(３)②又は③に該当したと認められる場合の貸借銘柄の選定の取消しは、当該猶予期間の最終日の属する月の翌月から起算して５か月目の月の初日に行う。

・　上記(３)④に該当した場合の貸借銘柄の選定の取消しは、当該銘柄の登録取消しが決定された日の翌日に行う。
	

	
	
	

	(５)　貸借取引の制限
	・　会員は、制度信用取引に基づく清算対象取引に係る決済又は自己の信用売り若しくは信用買いに係る清算対象取引に係る決済以外のために貸借取引を行ってはならない。
	

	
	
	

	(６)　貸借取引の決済等
	・　貸借取引（有価証券等清算取次ぎによるものを含む。）に係る金銭又は有価証券の借入れ及び返済並びに担保としての当該借入金に係る買付有価証券又は当該借入有価証券に係る売付代金の差入れ及び返戻は、クリアリング機構の業務方法書に定めるところによる。
	

	
	
	

	５．売買の受託についての信用の供与に関する事項
	
	

	
	
	

	(１)　委託保証金
	・　会員は、顧客から信用取引の注文を受け、信用取引による売付け又は買付けが成立したときは、当該信用取引に係る有価証券の約定価額に100分の30を乗じて得た額（30万円に満たないときは30万円）以上の金銭を委託保証金として売買の成立の日から起算して３日目の日の正午までに当該顧客から受け入れるものとする。
	

	
	
	

	(２)　委託保証金の有価証券による代用


	・　信用取引に係る委託保証金は、有価証券をもって代用することができる。

・　代用有価証券の種類及びその代用価格等については、本協会が定めるところによる。
	

	
	
	

	(３)　信用取引による有価証券又は金銭の貸付け
	・　会員は、顧客の信用取引による売付けについて、当該売付けの決済日に当該売付代金及び委託保証金を担保として当該売付有価証券の貸付けを行うものとし、顧客の信用取引による買付けについて、当該買付けの決済日に当該買付有価証券及び委託保証金を担保として当該買付約定価額の金額に相当する金銭の貸付けを行うものとする。
	

	
	
	

	(４)　貸借銘柄の品貸料
	・　貸借銘柄について、有価証券又は金銭の貸付けを制度信用取引により行う場合は、会員は、本協会の定める品貸料を、有価証券の貸付けを受けている顧客から徴収し、金銭の貸付けを受けている顧客に交付する。

・　貸借銘柄の制度信用取引に係る品貸料は、本協会が銘柄ごとに定める。

・　品貸料の授受は、貸付けの日から弁済の日の前日までとする。
	

	
	
	

	(５)　信用取引における貸付けに係る対価の算出
	・　会員は、信用取引に関し、顧客から徴収すべき有価証券又は金銭の貸付けに係る対価の額の算出においては、社内対当の状況及び貸借取引等による有価証券又は金銭の調達に要する費用、有価証券又は金銭の貸付けに係る事務手続に要する費用を勘案するとともに、売付顧客と買付顧客の負担に係る取扱いについて公平を欠くことのないよう配慮しなければならない。
	

	
	
	

	(６)　弁済期限


	・　信用取引による売付有価証券又は買付代金の貸付けの弁済期限は、貸付けの日（約定日から起算して４日目の決済日）の翌日とし、その３日前の日（約定日の翌日）までに顧客から証券会社に対し弁済の申し出がない場合には、逐日これを繰り延べる。ただし、制度信用取引においては、売買成立の日の６か月目の応当日から起算して４日目の日を超えて繰り延べることはできない。

・　会員は、自己の信用売り又は信用買いに係る清算対象取引を行った場合は、売買成立の日の６か月目の応当日から起算して４日目の日までに当該信用売り又は信用買いの決済を行わなければならない。
	

	
	
	

	(７)　委託保証金の引出し等の制限
	・　会員は、顧客から信用取引に係る委託保証金として差入れられている金銭又は有価証券を、未決済勘定の決済前に引き出させ又は委託保証金として差し入れさせるべき金銭の額に充当してはならない。
	・　本協会が定める場合を除く。



	
	
	

	(８)　受入保証金の計算方法


	・　会員が受け入れる信用取引に係る受入保証金の総額は、顧客の信用取引に係る有価証券の相場の変動に基づく損失からその利益を差し引いて計算した計算上の損失額に相当する額、反対売買による損失額及び当該顧客の信用取引につき負担すべきものに相当するものを差し引いて計算するものとする。
	

	
	
	

	(９)　計算上の利益の引出し等の制限
	・　会員は、顧客の信用取引に係る有価証券の相場の変動により計算上の利益を生じた場合において、その利益額に相当する金銭又は有価証券を交付し又は委託保証金として差入れさせるべき金銭の額に充当してはならない。
	

	
	
	

	(10)　委託保証金の追加差入れ
	・　会員は、顧客の信用取引に係る有価証券の相場の変動により計算上の損失を生じている場合には、その損失額に相当する額を委託保証金として追加差入れさせることができる。
	

	
	
	

	(11)　委託保証金の維持
	・　会員は、信用取引に係る受入保証金の総額が、顧客の信用取引に係る有価証券の約定価額から反対売買を行った有価証券の約定価額を控除した額に100分の20を乗じて得た額を下ることとなったときは、当該控除後の約定価額に100分の20を乗じて得た額を維持するために必要な額を委託保証金として、当該顧客からその損失計算が生じた日から起算して３日目の日の正午までに追加差入れさせなければならない。
	

	
	
	

	(12)　新株引受権等が付与された場合の有価証券の弁済
	・　新株引受権等が付与された有価証券についての信用取引による有価証券の貸付けの弁済期日が、当該新株引受権等の割当日の翌日となるものの弁済は、権利落の株券をもってこれを行うものとする。
	

	
	
	

	(13)　新株引受権等が付与された場合の調整
	・　会員が顧客に対し、新株引受権等が付与された有価証券について、制度信用取引による金銭の貸付けを継続する場合においては、買付約定価額から本協会が定める新株引受権等の価額（以下「引受権価額」という。）を差し引いた金額によるものとし、制度信用取引による有価証券の貸付けを継続する場合においては、担保として提供を受けた売付代金の額から本協会が定める新株引受権等の価額を差し引くものとする。
	

	
	
	

	６．制度信用取引における権利処理
	
	

	
	
	

	(１)　配当落ちの場合
	・　会員は、制度信用取引を行っている銘柄につき配当が付与された場合は、当該銘柄の発行会社の株主に付与される配当金額から配当所得に対する源泉徴収税額相当分を控除した額の金銭（以下「配当落調整額」という。）を、当該銘柄の発行会社の配当受領株主確定日現在の制度信用取引に係る金銭の貸付けを受けている顧客（以下「信用買顧客」という。）に支払い、制度信用取引に係る株券の貸付けを受けている顧客（以下「信用売顧客」という。）から徴収する。当該金銭の授受は、当該銘柄の発行会社が配当の交付を開始した日（以下「配当交付日」という。）以降遅滞なく行うものとする。
	

	
	
	

	(２)　予想配当落調整額の金銭の預託
	・　会員は、上記(１)により信用売顧客から配当落調整額の金銭の引渡しを受けることとなった場合において必要と認めるときは、配当交付日以前において予想配当落調整額の金銭を信用売顧客から預託させることができる。
	

	
	
	

	(３)　新株引受権等


	・　会員は、制度信用取引を行っている銘柄につき、新株引受権等が付与された場合は、引受権価額に相当する額の金銭を、当該銘柄の新株引受権等の、割当期日現在の信用買顧客に支払い、信用売顧客から徴収する。

・　信用買顧客に支払う金銭は、当該制度信用取引について貸し付けている買付代金から差し引き、信用売顧客から徴収する金銭は、当該制度信用取引の担保となっている売付代金から差し引くことにより処理する。
	

	
	
	

	
	
	

	(４)　新株式等の引受け


	・　上記(３)にかかわらず、制度信用取引を行っている銘柄について新株引受権が付与された場合において、割り当てられた新株式のうち、売買単位の数量の整数倍の数の新株式について、信用買顧客がその引受けを希望し、かつ、会員がこれに応じることができるときは、会員は、新株引受権の場合にあっては、新株引受権証書を引渡し、又は当該信用買顧客から新株式払込金をあらかじめ徴収したうえ、新株券を引き渡すことにより処理することができるものとし、株式分割等による株式を受ける権利の場合にあっては、新株券を引き渡すことにより処理することができるものとする。

・　上記(３)にかかわらず、制度信用取引を行っている銘柄について株式分割等による株式を受ける権利が付与された場合において、割り当てられた新株式のうち、売買単位の数量の整数倍の数の新株式について、信用買顧客がその引受けを希望し、かつ、会員がこれに応じることができるときは、会員は、新株券を引き渡すことにより処理することができるものとする。

・　上記(３)にかかわらず、制度信用取引を行っている銘柄について新株予約権の引受権が付与された場合において、割り当てられた新株予約権について、信用買顧客がその引受けを希望し、かつ、会員がこれに応じることができるときは、会員は、新株予約権証券を引き渡すことにより処理することができるものとする。

・　会員が新株引受権証書、新株券又は新株予約権証券を引き渡すこととなった場合は、会員は、当該信用買顧客から引受権価額に相当する額の金銭を徴収し、当該制度信用取引について貸し付けている買付代金の額から当該金額を差し引くものとする。
	

	
	
	

	(５)　金銭等の授受


	・　上記(３)及び(４)における金銭の授受の日は、当該銘柄の権利付売買最終日における売買の決済日の翌日とする。

・　上記(４)における新株引受権証書、新株券又は新株予約権証券の授受は、当該銘柄の発行会社が新株引受権証書、新株券又は新株予約権証券の交付を開始した日以後遅滞なく行うものとする。

・　上記(４)における新株引受権証書の授受は、当該証書が本協会に登録されている場合においては、これを振替決済により行う。
	

	
	
	

	(６)　議決権その他の権利等
	・　会員は、制度信用取引においては、株主総会の議決権、株主の帳簿閲覧権、株主優待券等については、権利処理を行わないものとする。
	

	
	
	

	７．信用取引の管理及び規制等
	
	

	
	
	

	(１)　信用取引口座設定約諾書の受入れ等
	・　会員は、顧客が信用取引口座を設定しようとするときは、当該顧客から当該口座の設定の申込みを受け、当該口座の設定の承諾を行うものとし、当該口座の設定を承諾した場合には、当該顧客から本協会及び証券取引所が定める様式による信用取引口座設定約諾書の差入れを受けるものとする。
	

	
	
	

	(２)　顧客の決済不履行の措置
	・　会員は、顧客が所定の時限までに委託保証金を預託しないとき若しくは支払うべき金銭を支払わないとき又は当該会員から貸付けを受けた買付代金若しくは売付有価証券の弁済を行わない場合には、任意に、信用取引を決済するために、当該顧客の計算において、売付け又は買付けを行うことができる。これにより、会員が損害を被った場合においては、顧客のために占有する金銭及び有価証券をもって、その損害の賠償に充当し、なお不足があるときは、その不足額の支払を顧客に対し請求することができる。
	

	
	
	

	(３)　信用取引に関する通知書の送付
	・　会員は、信用取引に係る未決済勘定がある顧客に対して、当該信用取引に関する通知書を毎月送付するものとする。ただし、顧客が会員である場合には、この限りではない。

・　制度信用取引に係る通知書には、銘柄、売付け又は買付けの別、数量、約定価格、売買成立日及び最終弁済申出期限を記載しなければならない。

・　一般信用取引に係る通知書には、これらのほか、顧客との間で合意した品貸料の内容を記載しなければならない。
	・　会員は、顧客からの承諾を得た場合には、上記通知書の送付に代えて、当該通知書に記載すべき事項を電磁的方法により提供することができる。ただし、顧客から電磁的方法による提供を受けない旨申し出があった場合には、当該電磁的方法による提供を行ってはならない。

	
	
	

	(４)　信用取引残高の報告及び公表
	・　会員は、全銘柄の信用取引残高等について、所定の様式により、日々又は、週１回本協会に報告するものとし、本協会は、会員から報告を受けた信用取引残高等について、遅滞なく公表するものとする。

・　本協会が必要と認める銘柄については、その都度公表するものとする。


	

	
	
	

	(５)　信用取引の規制措置
	・　本協会は、会員の信用取引の過度の利用により、登録銘柄の売買価格等に著しい変動があると認める場合又はそのおそれがあると認める場合は、次に掲げる規制措置を講じることができる。

　・　信用取引による売付け若しくは買付けに係る委託保証金の率の引上げ又は当該委託保証金の有価証券をもってする代用の制限

　・　信用取引による売付け若しくは買付けに係る委託保証金を有価証券をもって代用する場合の代用価格の計算において、時価に乗ずべき率の引下げ

　・　信用取引による売付け若しくは買付けに係る委託保証金の有価証券をもってする代用の制限を行う場合において、当該委託保証金のうち有価証券をもって代用することができない部分の全部又は一部に相当する額の金銭の会員による本協会への預託

　・　信用取引による売付け若しくは買付けの制限又は禁止
	

	
	
	

	８．その他
	・　その他所要の整備を行う。
	

	
	
	

	９．実施時期
	・　本協会が別に定める日から施行する。
	・　本協会は、この改正細則施行の際、登録銘柄が制度信用銘柄選定基準又は貸借銘柄選定基準を満たす場合には、それぞれ制度信用銘柄又は貸借銘柄として選定するものとする。

・　現行規則に基づく信用取引による未決済勘定（建玉）については、なお従前の例による。

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	



パブリック・コメント・スケジュール


　募集期間：平成16年1月14日から平成16年1月28日17：00まで


　パブリック・コメントの募集方法：郵便又は電子メールにより募集


郵便の場合：〒103－0025　東京都中央区日本橋茅場町１－５－８


日本証券業協会総務部総務グループ　宛


電子メールの場合：� HYPERLINK "mailto:public@wan.jsda.or.jp" ��public@wan.jsda.or.jp�


　（注）住所・氏名・会社名等連絡先を明記の上、御提出ください。





本件に関する問い合わせ先：


日本証券業協会　店頭市場部　（Tel：03－3667－8459）








－17－

